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はじめに 
 
わが国建設業は、国内市場を中心に事業を展開してきており、海外市場への取り組みは必ずしも積極的な認識がされていなかった面があ

る。このため、海外事業の利益率は一般に低く、リスクマネジメントの問題から損失を被ることもあった。 
ここ数年の間に、国内建設投資は大きな転換点を迎えている。経済の成熟や少子高齢化等により、新設事業は減少する傾向にある。また、

公共財政の悪化から、公共事業の縮小及び改革も不可避の情勢である。 
わが国の建設業にとって、今後も事業の規模を維持していくためには、海外への取り組みを強化することは一つの有力な選択肢であると

考えられる。 
 
一方で、欧州の建設業は、1980 年代半ばから国内・海外双方における企業合併、買収等により巨大化し、海外での売上高を急速に伸ばし

ている。こうした企業においては、海外事業のマネジメントやリスク管理、特に現地資源の活用の面から、国内建設業と比して一日の長が

あると考えられる。また、世界的に、請負のみならず資金調達や建設後の維持管理も含めた、事業のパッケージ化又は事業投資の方向が明

確になっている。こうしたマーケットの変化を受けて、コンセッション等の新しい事業モデルにも積極的に取り組む等、収益性の低い請負

業からの脱却を図っている。わが国の建設業が海外競争力を考えるにあたり、欧州の建設業の経営動向は参考になると思われる。 
 
このような問題意識のもと、国内の建設業と欧州の建設業の経営戦略の比較・分析を行うとともに、海外での売上高の比率が大きいエン

ジニアリング業界の動向等も参考としながら、建設業として海外競争力を高めるための基本的な方向性と、そのための政策支援のあり方に

ついて、検討を行った。今後、本報告書において提示した方向性を参考に、海外市場で活躍しようとするわが国建設業を支援するための具

体的な政策のあり方について、引き続き検討、具体化してまいりたい。 
本検討の実施にあたり、「わが国建設業の海外競争力強化の検討委員会」にて 3 回の議論を重ねた。本調査にご協力を頂いた委員の方々

に、改めて御礼申し上げたい。 
 

わが国建設業の海外競争力強化方策検討委員会座長 
金本良嗣 
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１．世界の建設市場の動向 
世界ベースの建設投資の総額は、1997 年においてアジアとヨーロッパの投資額の減少の影響でやや減少したのを除き、安定的に増えてい

る。1996 年からみた伸び率は 5％となっている。 

（単位：百万ドル）

1996 1997 1998 1999 2000 シェア 伸び率

北米市場 663,243 693,339 770,886 826,295 884,535 26% 33%

ヨーロッパ市場 1,077,386 960,129 927,121 956,806 1,014,661 30% -6%

アジア市場 1,171,083 1,059,733 1,087,465 1,084,275 1,111,666 33% -5%

中近東市場 69,360 74,416 92,688 86,676 98,216 3% 42%

中南米市場 200,216 227,875 238,036 231,510 241,411 7% 21%

アフリカ市場 50,730 55,602 55,802 51,224 59,040 2% 16%

合計 3,232,017 3,071,093 3,171,998 3,236,786 3,409,529 100% 5%
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出典：ＥＮＲ誌より日本総合研究所作成 
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２．海外売上上位企業の動向 
建設による海外売上高が上位 225 社に入る建設会社（海外売上上位企業）における海外での受注高を見ると、圧倒的に多いのは、ヨーロ

ッパ企業である。伸び率を見ると、ヨーロッパ企業のほか、北米企業、中国企業の伸びが著しい。わが国建設業の海外受注高は、半分程度

まで減少している。 
（単位：百万ドル）

1996 1997 1998 1999 2000 シェア 伸び率

日本企業 12,314 9,520 14,390 7,926 6,526 8% -47%

ヨーロッパ企業 48,213 40,332 44,926 50,698 61,455 75% 27%

北米企業 2,619 3,351 1,546 3,159 4,001 5% 53%

中国企業 3,152 3,583 3,901 4,557 4,687 6% 49%

韓国企業 4,405 3,378 2,244 1,386 1,575 2% -64%

その他企業 4,455 6,228 6,344 4,453 3,913 5% -12%

合計 75,158 66,393 73,350 72,178 82,157 100% 9%
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（注）ENRデータにはエンジニアリング部門の売上も含
まれるため、225社のリストから、発電及びプロセス・石

油化学部門の売上の合計が過半を越える企業を除い
て算出した。

大半を占める欧州建設業

海外受注の減少傾向が顕著なわが国建設業

 
出典：ＥＮＲ誌より日本総合研究所作成 
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３．わが国建設業の海外プレゼンスの相対的低下 
前項で見たとおり、わが国建設業の海外受注高は 1996 年から 2000 年にかけて半減している。また、海外売上高の順位で 10 位以内に入

る欧州の建設業 4 社と、日本の建設会社 3 社における海外売上高を比較すると、欧州 4 社は大幅に売上を伸ばしているのに対し、わが国建

設業は半減している。 
（単位：百万ドル）

1996 1997 1998 1999 2000 2001 伸び率
Skanska 2,499 3,363 4,825 5,984 8,640 12,152 386%
Hochtief 3,190 3,312 4,402 9,100 9,516 198%
Vinci 3,371 3,109 3,359 3,600 6,324 6,030 79%
Bouygues 4,074 4,478 5,280 5,007 5,664 5,772 42%
鹿島 2,302 1,446 1,415 1,097 1,373 1,295 -44%
清水 1,338 984 760 713 794 -41%
大成 920 540 681 354 476 -48%
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出典：ＥＮＲ誌より日本総合研究所作成（一部データはＥＮＲにない） 

以上から、全世界ベースで

の建設市場は拡大傾向にあ

るものの、わが国建設業の

海外におけるプレゼンス

は、相対的に低下している

ことがいえる。 
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４．海外事業におけるわが国建設業の課題認識 
わが国建設業における、海外事業の現状と今後の方向性に対する認識は、以下の通りである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

海外建設市場の特性 
●リスク大（商慣行や法制度の違い、為替、調達網など） 
●欧米企業とのグローバルな競争 
●アジア企業とのコスト競争激化 

わが国建設業において、海外事業の収益は低いレベルに留まる 

現状 
わが国企業の過去の取組み姿勢 

●一時的・付随的な取組み 
●人材、体制面の不備 
●リスクを十分に検討しない受注競争 

将来 

具体的方向性１ 
 
新しい領域への拡大・選択と集中 

①事業分野（エンジニアリング等） 

②対象地域（中東、アフリカ等） 

③サービス面（PFI、CM・PM 等） 

具体的方向性２ 
 
マネジメント能力の強化 

①海外で通用するプロマネの育成 

②外国人プロマネの活用 

③リスクマネジメントの強化 など 

具体的方向性３ 
 
コスト競争力の強化 

①人件費の削減、人事制度の見直し 

②財務の改善 

③現地調達網の活用 など 

今後は、①海外事業を重要なマーケットに位置づけ、②収益重視の取組みを展開 

※プロマネ＝プロジェクトマネージャー 
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５．欧州建設業の経営戦略 
 
（１）欧州建設業における経営の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建設市場の環境変化 
●市場の開放、競争のグローバル化 
●途上国のインフラ整備と政府投資の縮小 
●複雑なプロジェクトへの移行 

ビジネスモデルの変化 
●金融とセットにしたサービスの提供 
●プロジェクトのコンセプション 
●管理運営の取り込み 等 

企業の巨大化 
●国内での業界再編 

フランスでは、地方の中小企業の買収から始ま

り、中核企業（Colas 等）まで及んだ。結果、1986
年当時、8 社の大手建設会社があったが、2002
年には 4 つの主要建設業（Bouygues、VINCI、
Eiffage、Spie）に再編された 

●国際的な地元企業の買収 
Skanska によるクバーナやガモンの買収、

Hochtief によるターナー、レイトンの買収等 

特徴ある企業へ 
●得意分野の明確化 

フランス企業では、Bouygues は

通信・テレビなど異業種への進

出、VINCI はコンセッション、

Eiffage はエネルギー等、それぞ

れ特徴がある。 
 

資本市場の力の増大 
●株主を意識した経営の必要性 
●企業買収の増加 
→成熟産業でも成長戦略が必要に 
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（２）財務データに関する比較 
欧州建設業のうち、上位 4 社（Skanska、Hochtief、Bouygue、VINCI）と日本の 3 社（鹿島、清水、大成）について、連結ベースの主

要な財務データの平均値を比較した。収益性の指標である売上高経常利益率を見ると、2001 年の欧州データと比較すれば大きな差は見られ

ないといえる。一方、資本の有効活用や財務の安全性については、総資本回転率、有利子負債比率とも海外企業と差がある。国内建設業は、

保有する資産は多いものの、資産から収益を生み出すことができておらず、自己資本に比して有利子負債が多いという課題がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、欧州企業の中でも、VINCI は他社に 

比べて有利子負債が高い水準にあるが、一方 
で利益率が高い傾向を示している。これは、 
利益が出ているために借入を増やして積極的 
に投資していることを示しており、明確な 
財務戦略の存在が窺える。 
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（３）組織構造、経営体制 
 
 
 
 
 
 
 
（例） 
 

持株会社形態が多い 
持株会社の特徴： 
●親会社が経営戦略業務に特化できる 
●各事業単位での業績把握や責任の明確化が容易にできる 
●事業再編の機動性が高い 
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トップの役割の明確化 
●経営トップの人数は少ない（10 人以下が多い） 
●トップは全体戦略の管理や調整、各部門の支援等に特化 
●各部門が権限と責任を持って業務を遂行 
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（４）海外事業の概要と戦略 
 
①地域戦略と地域別売上 
 
 
 
 
 
 
 
（例） Lend Lease：3 地域分散へ      Skanska：米市場が多い   VINCI：欧州が 9 割近い 
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●海外売上の地域分布を見ると、以下の 2 つに大きく分けられる。 
（１）欧州外の市場が多い企業（Skanska、Hochtief など） 
（２）海外といっても欧州が中心の企業（VINCI、Bouygue など） 

●いずれの企業も、明確な地域戦略を掲げて取り組んでいる。 
 欧・米・亜の 3 地域で同程度の売上を目指す（Lend Lease）、世界最大の米市場でのプレゼンスを維持する（Skanska）、収益

性の低いアジアからは撤退傾向である（VINCI、Bouygue など） 
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②海外事業のオペレーションの特徴 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

海外市場の成功要因に関する

基本認識：＝オペレーション

の現地化 
（ローカライゼーション） 

●海外進出の手法 
恒久的に取り組む市場を明確化し、当該市場に現地化して根付くための方策

（買収、自社による進出）を実施 
 

●海外事業における役割分担 
巨大プロジェクト、リスクの大きいインフラプロジェクト：本社が関与 
それ以外のプロジェクト：現地事情に詳しい地域子会社に任せる 

 

●海外におけるプロジェクト選定 
明確な選定基準を設けて、選択的にプロジェクトを実施 
選定基準としては、リスク、契約の国際性、競争状況等がある 

●プロマネの獲得 
現地人材を積極的にプロマネに登用 

●リスク管理システム 
リスク管理のシステムを構築。当該システムをグループ内で共有化し、プロジ

ェクト管理に活用。 



 12

（５）付加価値に関する戦略 
 
①請負以外のビジネスモデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②技術研究部門のプロフィット化 
技術研究部門はプロジェクトごとのテーマを選定、採算管理を行っている。 
例：VINCI VINCI 建設の各グループは技術研究所を有している。技術研究所の研究テーマは、プロジェクトで必要になった技術ベースで決ま

る。したがって、プロジェクトごとに研究部門の採算管理も行っており、コスト部門という位置づけをしていない。テーマによって

は、外の研究所に委託することもある。また、技術を外部にライセンスすることもある。 

 

顧客ニーズの多様化／低い請負の利益率／新興企業との差別化 
⇒パッケージでのサービス提供へ、ビジネスモデルが変化 
●開発、PFI、PPP、コンセッション 
●プロジェクトの付加価値化と PM、CM のマネジメントを加えたモデル など 
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Development

新たなビジネスモデルにおける新ノウハウの獲得方法 
●投資プロジェクトでは、ノウハウ、経験ある銀行との提携が有効（Skanska） 
●空港運営ノウハウを獲得するため、関連会社を買収（Hochtief） 
●経験豊富な専門家を雇用してノウハウを吸収（Bouygue など） 
⇒スピードを重視した、効率的なノウハウ獲得の方法を活用 

サービス部門の利益率は請負より高い傾向 

（例：Hochtief の部門別売上高利益率） 
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（６）欧州建設業の経営戦略のまとめ 
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徹底した現地化主義
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経済のグローバル化国内市場の縮減

資本市場化
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①収益重視 ②透明なマネジメントルール ③現場レベルへの権限委譲 ④経営トップの全体最適化機能
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７．欧州政府の支援のあり方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

欧州政府の基本スタンス＝企業の自助努力がベース 
●事業の方向性そのものはそれぞれの企業が決めることであり、政府の意向で決めることではない。 
●政府の役割は、企業の進む方向性に対する障害を取り除くことである。 

仏施設省の政策 
●合併に対する制度整備（独占禁止法の運用ルールの明

確化、税制上の措置など） 
●特定市場からの撤退の支援 
●市場がコンセッションに移行していることを踏まえ、

資本をコンセッションに向けるような施策（国内市場

の改革など） 

仏開発庁（AFD）の政策 
●インフラ整備に関する支援（グラント、ローンの合計）は 657M
ユーロ（約 850 億円） 

●2002 年 1 月から原則アンタイドで、コンサルタントも被援助

国が選定。 
●仏建設企業は、より規模の大きい日本の ODA 等を獲得するチ

ャンスが広がるとして、アンタイド化の方針を歓迎。 

欧州政府の支援実態：個別特例的な支援を実施 
例：仏政府 表向きには OECD のガイドライン等を遵守した制度の枠組みを構築しているものの、国益上重要であ

ると決めた特定の案件には特例的に支援しており、実態は異なる面もある、国益を考えて柔軟に支援

を供与している。 
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８．わが国エンジニアリング業の動向 
プラント・エンジニアリング（以下、PE）業界においても、海外競争力強化の観点から、業界の進むべき方向性や、そうした動きを支援

するための政策面での検討がされている。以下は、「プラント・エンジニアリング産業懇談会」の中間報告からの抜粋である。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

エンジニアリング業の外部環境に関する認識 
①国際的な市場構造の変化（供給側の上位集中化、中進国（中国、韓国）の台頭） 

②国際的な業界構造の変化（事業再編による寡占化の進展、エンジニアリング関連企業の事業形態の推移（他

の分野と組み合わせる事業形態への多角化の傾向）） 

③国際市場における相対的な地位の低下 

 

業界の取組み 
●業界構造の再構成 
●垂直的な統合・再編（川上～川下展開できる事業形態の構築） 
●顧客サイドに立ったビジネスモデル 

（オーダー⇒ニーズ⇒ウォンツ） 

当面考えられる政府の支援 
●業界構造の再構成の支援 
●トップセールス 
●民活プロジェクトの推進（F/S 支援等）に

よる国際競争力の強化など 
 

プラント・エンジニアリング業界の進むべき方向 

①事業形態の深化（タテ方向への展開） 
●上流への深化（例：案件開発、F/S 、FEED など） 
●下流への深化（Ｏ＆Ｍなど） 

 

②事業分野の拡大 
（ヨコ方向への展開） 
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９．リスクマネジメントにおける政府支援の必要性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●受入国の規制や事業制度に係るリスク 

関連規制体系の整備がされていないリス

ク、関連インフラ未整備・用地買収リスク

など 

●事業計画や政策に係るリスク 

国家に資産が没収、収用されるリスク、法

令/税制/許認可等事業収益の見通しの基礎

となる条件が変更されるリスク など 

インフレ、為替変動、金利変動などの受入国

全般でのコマーシャルリスク、受入国におけ

る紛争解決のルール提供を行う一般的な法制

度の不備や法環境の不完全性（法意識や社会

規範の先進国との相違）リスク など 

自然災害や革命等の誰もが責任の取れないリ

スク 

プロジェクト 
リスク 

非プロジェクト 
リスク 

投資環境リスク 

カントリーリスク 

不可抗力リスク 
(フォースマジュール) 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
上
の
リ
ス
ク 

政府による事業実

施国との政策対話

（WTO、FTA など）

が有効 

政府による貿易保

険等の公的金融、Ｆ

／Ｓ支援補助等の

財政面での支援措

置が必要 

企業の自助努力による

リスクマネジメント 
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１０．わが国建設業における海外競争力強化のための今後の取組みの方向 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

これまでのわが国建設業の特徴 
①請負業務：顧客からの受注に基づく業務の提供     ②国内中心：マーケット固定化、経営の不安定化 

③技術重視：サプライサイド志向、Ｒ＆Ｄ負担の増大   ④専門化：建築/土木の縦割り、活かせない総合力 

⑤損益重視：ＢＳ問題、株主価値の低下 

 

請負業務の競争激化、利益率低下 
新しい付加価値型ビジネスモデルの出現 

市場の力の増大 
株価を意識した経営の必要性 

基盤の強化 
●規模の巨大化 
●財務基盤の強化 
●組織構造の見直し（特に責

任と権限が明確で、結果責

任を追及できる組織構造） 
●トップ機能の明確化（技術

者から経営者へ） 
●業務の効率化 
●人事制度の見直し 
 など 

高収益で付加価値の高い 
顧客サイドのビジネスモデルの開拓 

建 設 請 負

オ ー ナ ー （真 の 顧 客 ）

コ ン セ プ シ ョン

事 業 計 画

施 設 計 画 （設 計 ）

フ ァ イ ナ ン ス

顧 客 か ら 離 れ る ほ ど
利 幅 が 薄 くな る

垂 直 ・水 平 展 開 に
よ り 顧 客 サ イ ド で
直 に サ ー ビ ス を 提
供 す る こ と が 必 要

↓

 

明確な海外戦略 
●地域戦略の明確化 
●現地化をベースとした進出

方法（買収等）の開拓 
●現地への権限委譲、プロマ

ネの現地登用 
●プロジェクト選択基準の明

確化と、リスク大プロジェ

クトの本社サポート 
●強固なリスクマネジメント 
 など 
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高収益で付加価値の高い、顧客サイドのビジネスモデルのイメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①⇒水平統合 
ＩＴや環境などの異分野との水平統合による 

事業分野多角化展開 

 

 

建
設
請
負

省
エ
ネ
等
の

環
境
技
術

Ｉ
Ｔ
に
よ
る

生
産
管
理
技
術

生
産
機
械
の
最
適

配
置
ノ
ウ
ハ
ウ

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ

ノ
ウ
ハ
ウ

多岐分野のノウハウを結集したソリューション提案

 

②⇒垂直統合 
事業計画策定やファイナンスなどのサービスとのパッケージ化による 

事業機能多角化・上流化の展開 

調達 土木

設備

O&M

ファイナンス建設

コンセプション 地域政策

事業計画

プロジェクト
マネジメント

ファシリテート
ノウハウ

※ファシリテート：自らのポジションに即した
利害関係者の調整、組織化

※O&M：オペレーションアンドメンテナンス

垂直統合の方向

 

①総合化、パッケージ化でのサービス提供 
②上流から下流まで包含したサービス提供 
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１１．新たな方向を実現するための官民における取組み 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

企業の自助努力としての取組み 
 
①基盤強化のための取組み 

 

②顧客サイドのビジネス展開のためのノウハウの構築 

 ●Ｏ＆Ｍ、ファイナンスなどの個別機能に関するノウハウ 

 ●ＩＴ、環境などを活用したソリューションノウハウ 

 ●その他の機能のノウハウ 

⇒経験ある人材の獲得、ノウハウを有する企業とのアライアンスが有

効 

 

③新たな事業を展開する上でのリスクマネジメントの強化 

 ●海外市場で生じるプロジェクトリスクへの対応 

 ●請負以外のサービスで生じるリスクへの対応 

⇒新事業への挑戦と、会社でのノウハウ蓄積、共有体制の構築 

 

④新しい方向にチャレンジするための体制整備と人材育成 

  

政府による支援などの取組み 
 

①企業の自助努力を支援する仕組み 
●企業が進むべき方向性、ビジョン検討の場の提供（委員会

等による議論等） 
●継続的な海外市場や海外企業の動向調査、情報の提供 
●その他、企業の自助努力を支援する仕組みの整備 

 
②企業がとれない非プロジェクトリスクへの対応 
●事業実施国との政策対話 
●契約条件の整備 
●貿易保険等の公的金融 
●Ｆ／Ｓ支援補助等の財政面での措置 
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１２．今後の検討課題 

前項の内容をより具体化することで、わが国建設業の海外競争力強化のために必要な企業の取組みと政府の支援策を明らかにする。企業

の取組みについては、株主の目を意識することで、現状の延長上ではない方策を検討する。 

基盤の強化へ
・財務の改善、財務戦略

・海外も含めた組織構造、役割分担

・海外も含めた人事制度、優秀な人材の

確保
・プロを意識した経営 など

収益性の高い事業へ
・わが国建設業の強みにあった方向性

・人材、ノウハウの強化策

・収益重視のプロジェクト選定
・増大するリスクのマネジメント など

企業の取組に関する検討

株
主
の
目

政府の支援に関する検討

わが国建設業の海外競争力の強化

非プロジェクトリスクの支援
・リスクヘッジメニューの検討

特に保険、F/S補助等の具体化

など

実態的な支援策

意
識
し
た
経
営

資
金
調
達
の
優
位
性

欧
州
建
設
業
、
政
府
と
の
比
較

 

以上 


